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 第１章 はじめに  

 

１ 計画策定の趣旨 

   「第７期中野市障がい福祉計画・第３期中野市障がい児福祉計画」（以下

「本計画」という。）は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（以下「障害者総合支援法」という。）の「全ての国民が、障

害の有無にかかわらず等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人と

して尊重されるものである」という理念を実現するため、また、児童福祉法

における障がい児通所支援等の提供体制を整備し、円滑な実施を確保するた

め、障害者総合支援法第 88 条及び児童福祉法第 33 条の 20 に基づき、国の

定める基本方針（平成 18 年厚生労働省告示第 395 号：令和５年５月 19 日改

正）（以下「基本指針」という。）に即し、地域において必要な「障がい福祉

サービス」「相談支援」「地域生活支援事業」並びに「障がい児通所支援等」

の各種サービスが、計画的に提供されるよう令和８年度におけるサービスの

提供体制の確保や推進のための取組を定めるものです。 

   令和３年３月に策定した「第６期中野市障がい福祉計画・第２期障がい児

福祉計画」が、令和５年度末をもって期間が終了することから、これまで実

施してきた施策の成果や課題等を踏まえて、令和６年度からの新たな計画

となる本計画を策定し、取組をさらに推進しようとするものです。 

 

２ 計画の位置付け 

   本計画は、障害者総合支援法第 88 条第１項の規定に基づく「市町村障が

い福祉計画」及び児童福祉法第 33 条の 20 に基づく「市町村障がい児福祉

計画」を一体の計画として策定するものです。 

   また、障害者総合支援法第 88 条第９項及び第 11 項の規定により、地域

の自立支援協議会及び県の意見を聴くこととされており、北信地域障がい

福祉自立支援協議会において協議を重ねた意見を反映しています。 

 

３ 計画の期間 

計画の期間は、国の基本指針により、令和６年度から令和８年度までの３

年間とします。 

 

４ 基本理念 

全ての障がい者及び障がい児が、必要な日常生活又は社会生活を営むた 

めの支援を受けられることにより社会参加の機会が確保されること、どこで

誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会において他の

人々と共生することが妨げられないこと、並びに障がい者及び障がい児にと
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って日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、

制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資することを旨とする法の基本

理念を踏まえつつ、「障がい者の意思に基づき、暮らしたい場所で、暮らし

たい人とその人らしく、活き活きと安心して暮らせる地域の実現」を目指し

て次に掲げる点に配慮して策定します。 

⑴ 障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援 

共生社会を実現するため、障がい者等の自己決定を尊重し、その意思 

決定の支援に配慮するとともに、障がい者等が必要とする障がい福祉サ 

ービスその他の支援のもと、その自立と社会参加の実現を図っていくこ 

とを基本として、障がい福祉サービス及び相談支援並びに地域生活支援 

事業の提供体制を強化・促進します。 

⑵ 障がい種別によらない一元的な障がい福祉サービスの実施等 

障がい福祉サービスの対象となる障がい者等の範囲を身体障がい者、 

   知的障がい者及び精神障がい者並びに難病患者等であって 18 歳以上の者 

並びに障がい児とし、サービスの充実を図ります。 

発達障がい者及び高次脳機能障がい者については、従来から精神障がい

者に含まれるものとして法に基づく給付の対象となっており、また、難病

患者等についても同様に給付の対象となっているため、引き続きその旨の

周知を図ります。 

⑶ 入所等から地域生活への移行、地域生活の継続の支援、就労支援等の 

課題に対応したサービス提供体制の整備 

障がい者等の自立支援の観点から、入所等から地域生活への移行、地 

   域生活の継続の支援、就労支援といった課題に対応したサービス提供体 

制を整え、障がい者等の生活を地域全体で支えるシステムを実現するた 

め、地域生活の拠点づくり、ＮＰＯ等によるインフォーマルサービス（公

的機関による制度に基づくサービスや支援以外のもの）の提供等、地域の

社会資源を最大限に活用し、提供体制の整備を進めます。 

  ⑷ 地域共生社会の実現に向けた取組 

制度・分野ごとの「縦割り」や、「支え手」「受け手」という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人 

と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとり 

の暮らしと生きがい、地域を共に創っていく社会をめざします。 

  ⑸ 障がい児の健やかな育成のための発達支援 

障がい児本人の最善の利益を考慮しながら、障がい児の健やかな育成 

を支援するため、次のとおり支援体制の整備を進めます。 

①  障害児通所支援及び障害児相談支援の地域支援体制の整備 

②  ライフステージに沿った保健、医療、障がい福祉、保育、教育、就労
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支援等の関係機関が連携した切れ目ない一貫した支援体制の整備 

③  地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

④  特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

 

⑹ 障がい福祉人材の確保 

障がい福祉サービス等の提供を行う人材の確保・定着を図るため、研修

の実施、多職種間の連携の推進、障がい福祉現場での働きがいと魅力など

の積極的な周知・広報等を行うとともに、現場におけるハラスメント対策

や職場環境の整備等に向け、関係者が協力して取り組みます。 

  ⑺ 障がい者の社会参加を支える取組 

障がい者の社会参加を促進するため、文化・芸術活動や健康づくり、ス

ポーツ等の分野における多様なニーズを踏まえ支援します。 

特に障がい者の文化芸術活動の推進や視覚障がい者等の環境整備の推

進を図ります。 

 

５ 障がい福祉サービス等の提供体制の確保に関する基本的な考え方 

   本計画の成果目標を達成するための障がい福祉サービス等の提供体制の 

確保に関する基本的な考え方は、以下のとおりです。 

⑴ 障がい福祉サービスについて 

①  地域生活で必要とされる訪問系サービスの保障 

     サービス等利用計画に基づき、必要とされる訪問系サービス（居宅介

護、重度訪問介護、同行援護、行動援護）について充実を図ります。 

②  住み慣れた地域で利用することができる日中活動系サービスの保障 

障がい者等が、地域と関わりを持ちながら住み慣れた地域で利用す 

ることができるよう、日中活動系サービス（療養介護、生活介護、短期

入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、地域活動支援セ 

ンター）を保障します。特に、就労継続支援では「障がい者就労継続支

援Ａ型事業所」と農福連携事業を進めながら、その事業を拡大し、より

多くの障がい者の自立を図ります。 

③  グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の機能の充実  

地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るととも

に、地域移行支援、地域定着支援等の推進により、入所等から日中サー

ビス支援型共同生活援助への地域生活への移行をさらに進めます。 

また、必要な訪問系サービスや日中活動系サービスを保障すること 

によって、障がい者等の地域における生活の維持及び継続を図ります。 

さらに、地域生活支援の機能を強化するため、地域生活支援拠点の    

機能としての「総合安心センター」と「地域あんしんコーディネーター」
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を中心に、複数の機関が分担してその機能を担う体制（以下、「面的な体

制」。）の強化を図るとともに、ひとり暮らし体験事業を継続し、地域全

体で支えていく体制の充実・強化を図ります。 

④  福祉施設から一般就労への移行等の推進 

就労移行支援事業及び就労定着支援事業の推進により、障がい者の 

福祉施設から一般就労への移行を進めます。 

就労定着支援事業により、一般就労移行後も引き続き、相談、指導及

び助言等を行い、就労の継続・定着の支援を充実します。 

また、就労アセスメントの手法を活用した「就労選択支援」について

検討し、ハローワークとの連携体制を推進します。 

⑵   相談支援について 

①  各種ニーズに対応する相談支援体制の充実・強化 

障がい者等が地域において自立した生活を営むためには、障がい福 

祉サービスの提供体制の確保と、これらのサービスの適切な利用を支え、

各種ニーズに対応する相談支援体制の構築が不可欠です。 

このため、福祉に関する様々な問題について、障がい者等からの相談

に応じる体制の整備に加え、利用者及び地域の障がい福祉サービスや地

域相談支援等の社会的基盤の実情を的確に把握し、障がい者等の相談に

対応できる特定相談支援事業所の充実について施策を推進します。 

また、計画相談支援、地域相談支援、一般的な相談支援及び基幹相    

談センター等重層的な仕組みを基に、検証・評価を行いながら、総合    

的な相談支援体制、専門的な指導・助言及び人材育成等、各種機能のさ

らなる強化・充実に向けた取組を行います。 

②  地域移行や地域定着のための支援体制の確保 

施設入所者数等を勘案し、計画的に地域移行支援に係るサービスの 

提供体制の確保を図ります。 

併せて、障がい者等の地域生活の定着を図るため、地域生活支援に係

るサービスの提供体制の充実を図ります。 

③  発達障がい者等に対する支援 

保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識を身に  

つけ、適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントト

レーニング等の発達障がい者とその家族等に対する支援体制の確保を

図るとともに、発達障がいの診断等を専門的に行うことができる医療機

関との連携を図ります。 

⑶ 障がい児支援について 

障がい児については、子ども・子育て支援法第２条第２項において、「子

ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成長するよ
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うに支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない」と

規定されていること及び同法に基づく教育、保育等の利用状況を踏まえ、

居宅介護や短期入所等の障がい福祉サービス、児童福祉法に基づく障がい

児支援等の専門的な支援の確保及び共生社会の観点から、教育、保育等の

関係機関とも連携を図った上で、障がい児及びその家族に対して、乳幼児

期から学校卒業まで効果的で一貫した支援を提供できる体制の構築を図

ります。 

①  地域支援体制の構築 

障がい児の障がい種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所でサ

ービス等が提供できるように、地域における支援体制の整備を進めます。 

児童発達支援センターについては、地域の障がい児の健全な発達にお

いて中核的な役割を果たす機関として位置づけ、障がい児通所事業所と

緊密な連携を図り、障がい児通所支援の体制整備を図ります。 

②  保育、保健医療、教育、就労支援等の関連機関と連携した支援 

保育所や認定こども園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）

等の子育て支援施策と緊密な連携を図ります。 

また、就学時及び卒業時において、支援が円滑に引き継がれること    

も含め、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支

援事業所、就労移行支援等の障がい福祉サービスを提供する事業所等が、

緊密な連携を図るとともに、教育委員会等との連携体制を推進します。 

③  地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

保育所等訪問支援を活用し、育ちの場での支援に連携・協力できる体

制を維持し、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）

の推進を図ります。 

④  特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

     重症心身障がい児や医療的ケア児の人数やニーズの把握、現状の支

援体制の把握に努め、協議の場を通じて、各関連分野が共通の理解を

持つとともに、協働する総合的な支援体制を構築していきます。 

また、医療的ケア児が利用する短期入所の役割や在り方について、検

討し、地域において計画的に運営されるよう体制を推進します。 

 

６ 計画期間中の見直しについて 

本計画については、毎年度、成果目標等について進捗状況等を確認し、 

障がい者等に係る施策や関連施策の動向も踏まえながら、年１回、北信地域

障がい福祉自立支援協議会を通じて、分析及び評価を行い、必要に応じて見

直します。 
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≪資料≫ 

１ 中野市の障がい者・児数（数字は各年度末現在・単位：人） 

⑴   障がい者手帳所持者数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵   身体障がい者・児 
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  ② 身体障害者手帳所持者数の等級別の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 身体障害者手帳所持者数の障がい種別の推移 
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免疫・肝臓が含まれる。 
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⑶ 知的障がい者・児 
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⑷ 精神障がい者・児 

  ① 精神障害者保健福祉手帳所持者数の等級別の推移 
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２ 障がい福祉サービス等の種類について 

 

 ⑴ 障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービス 

サービス名 サービス内容 

訪
問
系
サ
ー
ビ
ス 

居宅介護（ホームヘルプ） 
自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい若しくは精神障が

いにより、行動上著しい困難を有する者に、自宅で入浴、排せ

つ、食事の介護、外出時における移動支援等を総合的に行い

ます。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する者に、移動に

必要な情報の提供（代筆・代読を含む）、移動の援護等の外出

支援を行います。 

行動援護 

自己判断能力が制限されている者が行動するときに、危険を

回避するために必要な援護や外出支援を行います。 

重度障害者等包括支援 

介護の必要性がとても高い者に、居宅介護等複数のサービス

を包括的に提供します。 

日
中
活
動
系
サ
ー
ビ
ス 

生活介護 

常に介護を必要とする障がい者に、昼間、入浴、排せつ、食事

の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会等

を提供します。 

自立訓練（機能訓練） 

身体障がい者又は難病等対象者に、一定期間、理学療法等の

リハビリテーションや生活能力の維持向上のための必要な訓

練を行います。 

自立訓練（生活訓練） 

知的障がい者又は精神障がい者に、一定期間、入浴や排せつ、

食事等に関する自立した日常生活を営むための必要な訓練を

行います。 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する障がい者に、一定期間、就労

に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練等を行いま

す。 

就労継続支援（Ａ型） 

一般企業等での就労が困難な障がい者のうち、適切な支援に

より雇用契約等に基づき就労することが可能な者に、雇用し

て就労する場を提供するとともに必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ｂ型） 

雇用契約に基づく就労が困難な障がい者に、働く場を提供す

るとともに、生産活動を通して、知識及び能力を習得するた

めの訓練を行います。 
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就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した者に、相談

を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関

等との連絡調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支

援を行います。 

療養介護 

医療と常時介護を必要とする障がい者に、医療機関で機能訓

練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援を行いま

す。 

短期入所（ショートステイ） 

自宅で介護する者が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、

施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

居
住
系
サ
ー
ビ
ス 

自立生活援助 

障がい者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移

行を希望する者に対して、一定の期間にわたり、定期的な巡

回訪問や随時の対応により、理解力、生活力等を補う観点か

ら、適時のタイミングで適切な支援を行います。 

共同生活援助 

夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談や日常生活上の援

助を行います。また、入浴、排せつ、食事の介護等の必要性が

認定されている者にはサービスも提供します。 

施設入所支援 

施設入所する者に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等

を行います。 

相
談
支
援 

計画相談支援 

障がい福祉サービス等の申請に係る支給決定前に、サービス

等利用計画案を作成し、支給決定後に、サービス事業者等と

の連絡調整を行うとともに、サービス等利用計画の作成を行

います。また、支給決定されたサービス等の利用状況の検証

（モニタリング）を行い、サービス事業者等との連絡調整を

行います。 

地域移行支援 

障がい者支援施設、精神科病院、保護施設、矯正施設等を退所

する障がい者、児童福祉施設を利用する18歳以上の者等を対

象として、地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外

出への同行支援、居宅確保、関係機関との調整等を行います。 

地域定着支援 

居宅において単身で生活している障がい者等を対象に、常時

の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。 
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 ⑵ 児童福祉法に基づく障がい児のサービス 

サービス名 サービス内容 

通
所
系
サ
ー
ビ
ス 

児童発達支援 

未就学の障がい児に対して、 

①児童発達支援センター 

  通所のほか、身近な地域の障がい児支援の拠点とし

て、「地域で生活する障がい児や家族への支援」「地域の

障がい児を預かる施設に対する支援」を実施するなどの

地域支援を実施します。 

②児童発達支援事業 

  支援を行う身近な療育の場です。 

居宅訪問型 

児童発達支援 

重度の障がいの状態にあり外出が困難な障がい児に対し

て、居宅を訪問して発達支援を提供します。 

放課後等デイサービス 

学校就学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期

休暇中において、生活能力向上の他面の訓練等を継続的に

提供します。 

保育所等訪問支援 

保育所等を利用中の障がい児、今後利用する予定の障がい

児を訪問し、保育所等における集団生活の適応のための専

門的な支援を提供し、保育所等の安定した利用を促進しま

す。 

入
所
系
サ
ー
ビ
ス 

福祉型障害児入所施設 
障がい児に対して、保護、日常生活の指導、知識技能の付

与を行います。 

医療型障害児入所施設 
障がい児に対して、保護、日常生活の指導、独立自活に必

要な知識技能の付与及び治療を行います。 

相
談
支
援 

障害児相談支援 

障害児通所支援の申請に係る支給決定前に、障害児支援利

用計画案を作成し、支給決定後に、サービス事業者等との

連絡調整等を行うとともに、障害児支援利用計画の作成を

行います。 

また、支給決定されたサービス等の利用状況の検証（モニ

タリング）を行い、サービス事業者等との連絡調整を行い

ます。 
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 第２章 成果目標  

 

  国が、令和５年５月に示した「障がい福祉サービス等及び障がい児通所支援

等の円滑な実施を確保するための基本的な指針」に基づき、本計画における成

果目標を、次のように設定します。なお、目標数値及び「中野市における設定

方法」については、北信圏域内の目標として、県により調整した結果によるも

のです。 

 

１ 福祉施設入所者の地域への移行 

区分 目標 備考 

福祉施設に入所して

いる障がい者の令和

８年度末までの地域

生活への移行者数 

３人 

（8.3％） 

国の考え方 

・令和４年度末時点の施設入所者数

の６％以上が地域生活へ移行する。  

中野市における設定方法 

・令和４年度末入所者数 36 人のう

ち３人（8.3％）が地域生活へ移

行。 

令和８年度末の福祉

施設の入所者数の減

少 

 

２人 

（5.6%） 

国の考え方 

・令和４年度末時点の施設入所者数

から５％以上削減する。  

中野市における設定方法 

・令和４年度末時点の施設入所者数

36 人から２人（5.6％）削減する。 

〇入所施設からグループホーム等への移行を進めていきます。 

〇施設入所から地域（暮らしたい場所）への移行の取組を強化するた

めに、相談体制の充実を核としながら、グループホームの整備等や

在宅福祉サービスの充実、農福連携による就労支援等を積極的に進

めていきます。 
 

２ 障がい者の地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

区分 目標 備考 

地域生活支援拠点等 

の充実 

 

面的な 

体制の 

機能の 

強化 

国の考え方 

・１拠点以上を確保しつつ、コーデ

ィネーターなどの配置と緊急時

の連絡体制の構築を進め、年１回

以上運用状況を検証・検討する。 
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中野市における設定方法 

・地域生活支援拠点等の事業を継続

する。 

・事業検討会を毎月開催し、機能充

実のための検討を継続する。 

強度行動障害を有す 

る者への支援体制整 

備 

ニーズの

把握及び

支援体制

の整備 

国の考え方 

・市町村又は圏域において支援ニー

ズを把握し、支援体制の整備を進め

る。 

中野市における設定方法 

・圏域によりニーズを把握し、支援

体制の整備を進める。 

〇地域生活支援拠点等の事業では、地域で安心して暮らせるために、

基幹相談支援センター、圏域で設置した「総合安心センター」及び

「地域あんしんコーディネーター」を中心に、相談支援機能の強化

と地域全体で支えていく面的な体制の機能の強化を図ります。 

○自立支援協議会各部会活動等によりニーズを把握し、圏域で支援体

制の整備を進めます。 

 

３ 福祉施設から一般就労への移行 

区分 目標 備考 

福祉施設から一般就

労への移行実績 

令和３年

度実績比 

1.67 倍 

国の考え方 

・令和３年度の一般就労への移行実

績の 1.28 倍以上 

中野市における設定方法 

・令和３年度末実績比（３人）の 1.67

倍（５人）とする。 

 就 労 移 行 支 援

か ら 一 般 就 労

への移行実績  

令和３年

度実績比 

1.0 倍  

国の考え方 

・令和３年度の一般就労への移行実

績の 1.31 倍以上 

中野市における設定方法 

・令和３年度末実績比（１人）の 1.0

倍（１人）とする。  

就 労 継 続 支 援

Ａ 型 か ら 一 般

就 労 へ の 移 行

実績 

１人移行 国の考え方 

・令和３年度の一般就労への移行実

績の 1.29 倍以上 

 



15 

 

中野市における設定方法 

・令和３年度末実績（０人）を（１

人）とする。 

就 労 継 続 支 援

Ｂ 型 か ら 一 般

就 労 へ の 移 行

実績 

令和３年

度実績比 

1.0 倍 

国の考え方 

・令和３年度の一般就労への移行実

績の 1.28 倍以上 

中野市における設定方法 

・令和３年度末実績比（２人）の 1.0

倍（２人）とする。 

 生活介護・自立

訓 練 か ら 一 般

就 労 へ の 移 行

実績 

令和３年

度実績比 

1.0 倍 

中野市における設定方法 

・令和３年度末実績比（１人）の 1.0

倍（１人）とする。 

〇就労移行支援事業及び就労定着支援事業の推進により、一般就労へ

の移行を進めます。 

 

⑴ 福祉施設から一般就労への移行者数 

年度 
令和 

３年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

単年度実績

（人） 

（実績） 

３ 
５ ５ ５ 

○福祉施設（就労移行支援、自立訓練等障がい福祉サービスを 

 提供する事業所）から一般就労へ移行する障がい者は、過去 

の実績を勘案して見込みました。 

⑵ 福祉施設から一般就労へ移行する者のうち、就労定着支援事業 

の利用者数 

年度 
令和 

３年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

就労移行支援事業等から 

一般就労への移行者数（人） 

（実績） 

３ 
５ ５ ５ 

上記のうち就労定着支援の 

利用者数（人） 
１ １ １ １ 

割 合（％） 33 20 20 20 

      ○就労定着支援を利用する者の割合を、令和３年度の実績以上 

を勘案して見込みました。 
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４ 障がい児支援の提供体制の整備等 

区分 目標 備考 

障がい児の地域社会

への参加・包容（イ

ンクルージョン）を

推進するための体制

の構築 

体制の構

築 

国の考え方 

・令和８年度末までに児童発達支援

センターや地域の障がい児通所事

業所等が保育所等訪問支援等を活

用しながら、障がい児の地域社会へ

の参加・包容（インクルージョン）

を推進するための体制を構築する。 

中野市における設定方法 

・保育や教育、医療、福祉が１つの

チームとして機能するよう連携体

制を強化します。 

児童発達支援セン 

ターの設置及び保育 

所等訪問支援を利用 

できる体制の構築 

１ヵ所設

置予定及

び体制の

充実 

国の考え方 

・令和８年度末までに児童発達支援 

センターを各市町村又は圏域に少 

なくとも１ヵ所以上設置する。ま 

た、保育所等訪問支援を利用できる 

体制を構築する。 

中野市における設定方法 

・児童発達支援センターは１ヵ所設 

置予定。 

・北信圏域児童発達支援ネットワー 

クで課題を共有し、連携体制を強化 

する。 

・保育所等訪問支援を利用できる体 

制の充実を図る。 

主に重症心身障がい

児を支援する児童発

達支援事業所及び放

課後等デイサービス

事業所の確保 

整備済み 

 

国の考え方 

・令和８年度末までに重度心身障が 

い児を支援する児童発達支援事業 

所及び放課後等デイサービス事業 

所を各市町村又は圏域に少なくと 

も１ヵ所以上確保する。 

中野市における設定方法 

・重度心身障がい児を支援する放課 

後等デイサービス事業所及び児童 

発達支援事業所の確保は、北信圏域 
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内の全市町村で利用できる体制を 

整備済み。 

医療的ケア児支援の

ための協議の場の設

置及びコーディネー

ターの配置 

設置及び

２名配置

済み 

国の考え方 

・保育や教育、医療、福祉が連携を

図るための協議の場を設けるとと

もに、コーディネーターを配置す

る。 

中野市における設定方法 

・協議の場は、北信圏域で設置済み。

また、コーディネーターは北信圏域

障害者総合相談支援センター内で

２名配置している。 

    〇児童発達支援センターを中核とした重層的な支援体制を構築します。 
 

５ 相談支援体制の充実・強化等 

区分 目標 備考 

基幹相談支援センタ

ーの設置及び地域の

相談支援体制の強化 

設置 国の考え方 

・障がいの種別や各種のニーズに 

対応できる総合的・専門的な相談 

支援体制の強化等を通じた地域づ 

くりの役割を担う基幹相談支援セ 

ンターの設置の有無を設定する。 

中野市における設定方法 

・北信圏域で設置済み。 

・北信地域障がい福祉自立支援協議

会での取組と支援体制の強化を図

ります。 

相談支援事業者に対

する訪問等による専

門的指導・助言 

件数 

30 件 

国の考え方 

・相談支援事業者に対する訪問等に

よる専門的指導・助言件数の見込み

を設定する。 

中野市における設定方法 

・30 件（北信圏域での共通目標） 

相談支援事業者の人

材育成 

支援件数 

90 件 

国の考え方 

・相談支援事業者の人材育成の支援

件数の見込みを設定する。 

中野市における設定方法 
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・90 件（北信圏域での共通目標） 

相談機関との連携強

化の取組 

実施回数 

12 回 

国の考え方 

・相談機関との連携強化の取組の実

施回数の見込みを設定する。 

中野市における設定方法 

・12 回（北信圏域での共通目標） 

個別事例の支援内容

の検証の実施 

実施回数 

12 回 

国の考え方 

・個別事例の支援内容の検証の実施

回数の見込みを設定する。 

中野市における設定方法 

・12 回（北信圏域での共通目標） 

主任相談支援専門員

の配置数 

人数 

10 人 

国の考え方 

・主任相談支援専門員の配置数を設

定する。 

中野市における設定方法 

・10 人（北信圏域での共通目標） 

〇総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化を 

     図ります。 

    〇潜在的要支援者への早期介入等に取り組み、他機関連携を強化し、地

域包括ケアシステムの構築に繋げます。 
 

６ 障がい福祉サービス等の質の向上を図るための取組 

区分 目標 備考 

障がい福祉サービ

ス等に係る各種研

修 

研修参加 

職員数 

３名以上 

国の考え方 

・都道府県が実施する障がい福祉サ

ービス等に係る研修、その他研修へ

の市町村職員の参加。 

中野市における設定方法 

・研修に職員３名以上が参加する。 

障がい者自立支援

審査支払等システ

ムによる審査結果

の共有 

年１回 

実施 

国の考え方 

・審査結果を分析してその結果を活

用し、事業所や関係自治体と共有す

る体制の有無とその実施回数。 

中野市における設定方法 

・体制を確保し、年１回実施する。 

〇利用者が真に必要とする障がい福祉サービス等の提供を行うため、 

上記体制を確保します。  
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 第３章 障がい福祉サービス等の活動指標等について  
 

１ 障がい福祉サービス等の必要な量（活動指標）の見込み及び見込量確保 

のための方策 

障がい福祉サービス等の種類ごとの必要な量（活動指標）については、 

既存の施設利用者が円滑にサービスを利用できること、できる限り身近な地 

域でのサービス利用が可能となることを目指し、必要な量を見込んでいます。 

⑴ 訪問系サービス 

① 必要な量の見込み（各年度１か月あたりの平均） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

居宅介護 

利用時間 

（時間） 
532 532 532 532 

利用者数 

（人） 
52 52 52 52 

重度訪問介護 

利用時間 

（時間） 
０ 30 30 30 

利用者数 

（人） 
０ １ １ １ 

同行援護 

利用時間 

（時間） 
23 23 23 23 

利用者数 

（人） 
６ ６ ６ ６ 

行動援護 

利用時間 

（時間） 
586 586 586 586 

利用者数 

（人） 
20 20 20 20 

重度障害者等包

括支援 

利用時間 

（時間） 
０ ０ ０ ０ 

利用者数 

（人） 
０ ０ ０ ０ 

訪問系サービス

合計 

利用時間 

（時間） 
1,141 1,171 1,171 1,171 

利用者数 

（人） 
78 79 79 79 

    ○過去の利用実績から、１年あたりの利用者の増減数と利用者一人あ

たりの平均利用時間を求め、サービス見込量を算出しています。 

   ② 見込量確保のための方策 

    ・社会福祉法人、ＮＰＯ法人等と連携し、障がい者とその家族が安心し

て暮らせるよう福祉サービスを継続して実施するとともに、さらな

る充実等に努めます。 
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    ・事業を行う意向を有する事業者の把握に努め、障がい福祉サービス事

業所の指定に向けて支援します。 
 

⑵ 日中活動系サービス 

① 必要な量の見込み（各年度１か月あたりの平均） 

種類 単位 
令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

生活介護 

利用日数 

（人日） 
1,185 1,185 1,185 1,185 

利用者数 

（人） 
114 114 114 114 

自立訓練 

（機能訓練） 

利用日数 

（人日） 
53 53 53 53 

利用者数 

（人） 
３ ３ ３ ３ 

自立訓練 

（生活訓練） 

利用日数 

（人日） 
68 68 68 68 

利用者数 

（人） 
４ ４ ４ ４ 

就労選択支援 
利用者数 

（人） 
０ ０ １ １ 

就労移行支援 

利用日数 

（人日） 
54 54 54 54 

利用者数 

（人） 
３ ３ ３ ３ 

就労継続支援 

（Ａ型） 

利用日数 

（人日） 
323 363 404 505 

利用者数 

（人） 
16 18 20 25 

就労継続支援 

（Ｂ型） 

利用日数 

（人日） 
2,618 2789 2789 2789 

利用者数 

（人） 
168 168 168 168 

就労定着支援  
利用者数 

（人） 
１ １ １ １ 

療養介護 
利用者数 

（人） 
７ ７ ７ ７ 

短期入所 

（福祉型） 

利用日数 

（人日） 
174 174 174 174 

利用者数 

（人） 
28 28 28 28 

短期入所 

（医療型） 

利用日数 

（人日） 
０ ０ ０ ０ 

利用者数 

（人） 
０ ０ ０ ０ 
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    ○過去の利用実績から１年あたりの利用者の増減数と利用者一人あた

りの平均利用日数を求め、サービス見込量を算出しています。 

    ○就労継続支援については、近年増加傾向にあることを勘案し見込み

ました。 

② 見込量確保のための方策 

・障がいの状態や希望に合わせて施設を選択できるよう、日中活動の 

場の整備に努めます。 

・働くことを希望する障がい者に対して、障がい特性や能力に応じた多

様な就労の場を確保するなど、福祉的就労の場の充実を図ります。 

・就労移行支援事業所を北信圏域内に確保できるよう意向を有する事業

者の把握に努め、検討を進めます。 

・事業を行う意向を有する事業者の把握に努め、障がい福祉サービス事

業所の指定を受けていただくよう働きかけます。 

 

⑶ 施設系サービス 

① 必要な量の見込み（各年度１か月あたりの平均） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

自立生活援助 
利用者数 

（人） 
０ ０ ０ ０ 

共同生活援助 
利用者数 

（人） 
75 79 79 79 

施設入所支援 
利用者数 

（人） 
40 40 39 39 

    ○共同生活援助、施設入所支援については、過去の利用実績から１年あ

たりの利用者の増減数を求めるとともに、入所施設等から地域へ移

行する者などを加味し、サービス見込量を算出しています。 

② 見込量確保のための方策 

    ・より身近な場所でサービスの提供が受けられるよう、サービス提供基

盤の整備を支援します。 

    ・北信地域障がい福祉自立支援協議会の取組や地域あんしんコーディ

ネーター等と連携し、地域で安心して暮らしていけるようグループ

ホームなど新たな資源の確保に努めます。 
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⑷ 相談支援 

① 必要な量の見込み（各年度１か月あたりの平均） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

計画相談支援 
利用者数 

（人） 
125 135 135 135 

地域移行支援 
利用者数 

（人） 
０ １ １ １ 

地域定着支援 
利用者数 

（人） 
10 10 10 10 

○過去の利用実績から１年あたりの利用者の増減数と利用者一人あたり

の平均利用日数を求め、サービス見込量を算出しています。 

   ○計画相談については、過去の利用実績から１年あたりの利用者の増減

数を求めるとともに、入所施設等から地域へ移行する者を加味し、サー

ビス見込量を算出しています。 

② 見込量確保のための方策 

・計画相談支援の質を確保し、充実させるため、指定特定相談支援事 

 業者の指定を促します。 

・北信地域障がい福祉自立支援協議会を通じて、配置する主任相談支 

援専門員とともに、相談支援専門員の資質の向上を支援します。 

 

⑸ 障がい児サービス 

① 必要な量の見込み（各年度１か月あたりの平均） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

児童発達支援 

利用日数 

（人日） 
24 32 36 40 

利用児童数

（人） 
６ ８ ９ 10 

放課後等デイ 

サービス 

利用日数 

（人日） 
624 681 730 782 

利用児童数

（人） 
52 54 55 56 

保育所等訪問 

支援 

利用日数 

（人日） 
13 13 13 13 

利用児童数

（人） 
10 10 10 10 

居宅訪問型児

童発達支援 

利用日数 

（人日） 
１ １ １ １ 

利用児童数

（人） 
１ １ １ １ 
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福祉型入所支

援 

利用児童数

（人） 
０ ０ ０ ０ 

医療型入所支

援 

利用児童数

（人） 
０ ０ ０ ０ 

障害児相談支

援 

利用児童数

（人） 
20 22 22 22 

医療的ケア児

に対する関連

分野の支援を

調整するコー

ディネーター 

配置人数 ２ ２ ２ ２ 

    

○児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、障害児 

相談支援については、過去の利用実績を勘案し、見込みました。 

    ○医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーター

については、北信圏域障害者総合相談支援センター内に配置した。コ

ーディネーターとの連携と取組みについて支援します。 

② 見込量確保のための方策 

    ・障がい児が身近な地域で必要な支援を受けられるよう、療育の場を 

     確保します。 

    ・教育、福祉、保健、医療等関係機関との関係者会議を開催するなど 

密接な連携を図り、一貫した相談・支援体制を構築します。 

 

⑹ 発達障がい者に対する支援 

  ① 方策 

・ペアレントトレーニングやペアレントプログラム等の研修会の受講 

 を検討します。 

   ・主催する事業へのペアレントメンターの参加を検討します。 

   ・ピアサポート活動について、学ぶ機会の設定について検討します。 
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２ 障がい福祉サービス等の基盤整備 

   施設入所者等の地域生活への移行、その他地域における課題を踏まえ、 

必要となる障がい福祉サービス等の基盤整備を着実に行うために、県との協 

働により計画的に行っていきます。 

⑴ 障がい福祉サービス（１日あたりの平均利用者数） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

生活介護 

定員数 

（人） 

85 85 85 85 

【再掲】生活介

護（通所のみ） 
57 57 57 57 

自立訓練 

（機能訓練） 
２ ２ ２ ２ 

自立訓練 

（生活訓練） 
３ ３ ３ ３ 

就労選択支援 ０ ０ １ １ 

就労移行支援 ２ ２ ２ ２ 

就労継続支援 

（Ａ型） 
15 18 20 25 

就労継続支援 

（Ｂ型） 
119 126 126 126 

就労定着支援 １ １ １ １ 

療養介護 ７ ７ ７ ７ 

短期入所 

（福祉型） 
８ ８ ８ ８ 

短期入所 

（医療型） 
０ ０ ０ ０ 

自立生活援助 ０ ０ ０ ０ 

共同生活援助 71 75 75 75 

施設入所支援 38 38 37 37 

特定相談支援 

事業所数 

６ ６ ６ ６ 

一般相談 

(地域移行)支援 
５ ５ ５ ５ 

一般相談 

(地域定着)支援 
５ ５ ５ ５ 
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⑵ 障がい児支援（１日あたりの平均利用者数） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

児童発達支援 

定員数 

（人） 

１ １ １ １ 

放課後等デイサ

ービス 
29 31 33 35 

保育所等訪問支

援 
１ １ １ １ 

居宅訪問型児童

発達支援 
１ １ １ １ 

福祉型児童入所

支援 
０ ０ ０ ０ 

医療型児童入所

支援 
０ ０ ０ ０ 

障害児相談支援 事業所数 ６ ６ ６ ６ 
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 第４章 地域生活支援事業について  
 

１ 理解促進・研修啓発事業 

   障がい者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除

去することを目的に、障がい者等の理解を深めるための研修・啓発を通じて

地域住民への働きかけをし、共生社会の実現を図ります。 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

理解促進研修・啓

発事業 

実施の

有無 
有 有 有 有 

   ○北信地域障がい福祉自立支援協議会と協力して実施しています。今後

も引き続き実施します。 
 

２ 自発的活動支援事業 

   障がい者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、 

障がい者等、その家族、地域住民等による地域における自発的な取組を支援

することにより、共生社会の実現を図ります。 

種類 単位 

 令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

自発的活動支援 

事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 

   ○精神障がい者デイホームこころを今後も引き続き運営します。 
 

３ 相談支援事業 

  障がい者等、障がい児の保護者又は介護者からの相談に応じ、必要な情報

の提供等の便宜を供与することや、権利擁護のために必要な援助を行うこと

により、障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよ

うにすることを目的としています。 

種類 単位 
令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

障害者 

相談支援事業 

実施箇所数

（か所） 
１ １ １ １ 

基幹相談 

支援センター

の設置の有無 

有 有 有 有 

相談支援 

機能強化事業 
実施の有無 有 有 有 有 

医療的ケア児等

総合支援事業 
実施の有無 有 有 有 有 

○北信圏域障害者総合相談支援センターに委託して実施しています。 
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４ 成年後見制度利用支援事業 

   障がい福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有

用であると認められる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後見制

度の利用を支援することにより、障がい者の権利擁護を図ります。                      

（人） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

成年後見制度 

利用支援事業 
実利用者数 ３ ５ ５ ５ 

  ○北信圏域権利擁護センターに委託して実施しています。実利用者数につ

いては、過去の利用実績を勘案し、一定量で見込みました。 

 

５ 成年後見制度法人後見支援事業 

   成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確 

保できる体制を整備するとともに、法人後見の活動を支援することで、障が

い者の権利擁護を推進します。 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

成年後見制度 

法人後見支援事業 

実施の 

有無 
有 有 有 有 

  ○北信圏域権利擁護センターを設立し、同センターの運営を受託した法人

が、成年後見制度法人後見を実施しています。法人後見の活動をさらに進

め、また、中核機関の取組を支援します。 

 

６ 意思疎通支援事業 

   聴覚や視覚等の障がいのため、意思疎通を図ることが困難な障がい者等

に、手話通訳、要約筆記等の方法により、障がい者等とその他の者の意思疎

通を支援する手話通訳者、要約筆記者等の派遣を行い、意思疎通の円滑化を

図ります。 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

手話通訳者・要約 

筆記者派遣事業 

実利用 

件数 
94 100 100 100 

○手話通訳者･要約筆記者派遣事業は、過去の実績から一定量で見込みまし

た。 
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７ 日常生活用具給付事業 

   障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は貸与

することにより、日常生活の便宜を図ります。 

       （年間） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

介護・訓練支援 

用具 

給付等件数 

（件） 
４ ４ ４ ４ 

自立生活支援用具 
給付等件数 

（件） 
６ ７ ７ ７ 

在宅療養等支援用

具 

給付等件数 

（件） 
２ ３ ３ ３ 

情報・意思疎通支

援用具 

給付等件数 

（件） 
２ ５ ５ ５ 

排泄管理支援用具 
給付等件数 

（件） 
854 866 866 866 

居宅生活動作補助

用具（住宅改修

費） 

給付等件数 

（件） 
１ １ １ １ 

 ○日常生活用具給付事業は、過去の給付実績の平均値を各年度の目標としま

した。 

 

８ 手話奉仕員養成研修事業 

   聴覚障がい者等との交流活動の促進、広報活動などの支援者として期待

される日常会話程度の技術を習得する手話奉仕員の養成を図ります。 

（年間） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

手話奉仕員養成 

研修事業 

実養成講習

修了見込み

者数（人） 

９ 10 10 - 

  〇養成研修は、令和６年度に入門課程、令和７年度に基礎課程とし、令和４

年度の修了者数の実績を上回るよう見込みました。 
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９ 移動支援事業 

   屋外での移動が困難な障がい者等について、外出のための支援を行うこ

とにより、地域における自立生活及び社会参加を促すことを目的としてい

ます。 

                            （年間） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

移動支援事業 

実利用者数

（人） 
 103 85 85 85 

延べ利用 

時間数 

（時間） 

2,353 2,047 2,047 2,047 

   ○移動支援事業は、実利用者数、述べ利用時間数ともに過去の利用実績か

ら減少傾向にあることを勘案し見込みました。 

 

10 地域活動支援センター事業 

   創作的活動又は生産活動等障がい者の日中活動の場を提供し、地域との

交流、社会参加の促進を図ります。 

                                （年間） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

地域活動支援 

センター 

実施箇所数 ３ ３ ３ ３ 

実利用者数

（人） 
44 44 44 44 

   ○地域活動支援センターは、実施箇所数については現在と同数とし、実利

用者数については一定量で見込みました。 
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11 日中一時支援事業（市町村任意事業） 

   障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労

支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的と

しています。  

                       （年間） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

日中一時 

支援事業 

実利用者数

（人） 
15 12 12 12 

延べ利用日数 

（件） 
1,257 1,006 1,006 1,006 

○日中一時支援事業は、実利用者数、延べ利用日数ともに過去の利用実

績から減少傾向にあることを勘案し見込みました。 

  

12 訪問入浴サービス事業（市町村任意事業） 

  医療的ケア児等の家庭における生活を支援するため、訪問により居宅にお

いて入浴サービスを提供し、身体の清潔保持、心身機能の維持等を図ります。 

（年間） 

種類 単位 

令和 

４年度 

（実績） 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

訪問入浴サービス 

事業 

実利用人

数（人） 
１ ２ ２ ２ 

  〇医療的ケア児等の利用を見込ました。 
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 第５章 計画の推進に向けて  

 

１ 庁内の推進体制 

本計画は、障がいのある者の就労支援や地域生活への移行支援など、福 

祉分野だけでなく、保健・医療・教育・労働等多様な分野にわたる施策の展 

開が必要となります。本計画を着実に進めていくため、関係機関等と連携を 

しながら、計画を推進します。 

  

２ 地域の各種団体との連携 

障がいのある者一人ひとりに応じた自立と社会参加を進めるためには、 

障がいや障がいのある者に対する理解や地域の協力が重要となります。 

そのため、市民をはじめ、北信地域障がい福祉自立支援協議会、医療機 

関等、社会福祉協議会、民生児童委員、地域団体、障がい者団体、障がい 

者相談支援専門員、ボランティア団体、サービス提供事業所、企業等と連 

携しながら、地域への啓発を進め、計画の推進を図ります。 

  

３ 国・県との連携 

本計画の推進にあたっては、国及び県の動向を踏まえ、適切な施策展開 

を図ります。 

また、障がい福祉サービス等にかかわる人材の養成については、県と連 

携しながら推進します。 

制度などに関する問題点が生じた場合は、県を通じて国へ要望していき 

ます。 

 

４ 計画の進行管理 

本計画の着実な推進を図るため、計画の所管課である健康福祉部福祉課 

において進捗状況の取りまとめを行うとともに、北信地域障がい福祉自立 

支援協議会から意見を聴取し、計画の評価・点検を行い、計画の達成を目 

指します。  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７期中野市障がい福祉計画 
 

第３期中野市障がい児福祉計画 
 

令和６年３月 
 
 

作成：中野市健康福祉部福祉課障がい福祉係 
     

障がい者の意志に基づき 
 

暮らしたい場所で暮らしたい人と 
 

その人らしく、活き活きと 
 

安心して暮らせる地域づくりの実現のために 


